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　本年２月２０日午後、焼津市三右衛門新田の市
道で下校中の小学生３人がはねられ大怪我を負っ
た事故で、県警察は、２月２７日、事故現場付近にお
いて、可搬式オービスを活用した緊急の速度違反取
締りを実施致しました。
　また、２月２８日、県警察主体で、焼津市や地元住
民等と現場診断を行いました。 参加者からは、事故
現場付近の見通しが悪いことや、横断歩道の白線
が薄くなっていること等の指摘がありました。 これを
受け県警察は、地元住民等と協議調整の上、本件
事故現場の横断歩道を廃止し、本件事故現場の西
側にある交差点（通学路で利用）の横断歩道を補
修致しました。 また、今後、当該道路を管理する焼津
市が、センターラインや外側線の補修、注意喚起文
字等の安全対策を講じる予定です。
　今後も、関係者と連携しながら、交通安全対策の
推進に努めて参ります。

事故後の対応
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第35号４ 第35号１

　当日は、焼津市から多くの皆様に

傍聴にお越し頂き、ありがとうござ

いました。

　日頃、担当課の職員と話し合い、要

望をしている内容の一部を一般質問

として取り上げさせて頂きました。

　持ち時間や発言回数等、制限はご

ざいますが、地元の皆様の温かいご

声援のおかげで、精一杯行う事が出

来ました。

　ありがとうございました。

　まだまだ課題はございますが、今

後の議員活動の中で、解決出来るよ

うに努力して参ります。

　本会議において、以下の内容を一般質問致しました。

❶ リニア中央新幹線整備に伴う大井川の水資源問題に関
する住民理解について 

❷ 物価高騰対策について 
　 ⑴ 迅速かつ機動的な支援に向けた令和６年度の考え方 
　 ⑵ 中小企業、小規模事業者の価格転嫁への支援 
❸ 若者のＵターン就職の促進について 
❹ 地域医療の充実について 
　 ⑴ ふじのくに感染症管理センターの開設の効果 
　 ⑵ 静岡がんセンターにおける国産手術支援ロボットを用

いた臨床研究 
❺ 不登校の子供たちへの支援について 
❻ 交通安全対策について 
　 ⑴ 県管理道路における道路管理者の交通安全対策の

取り組み 
　 ⑵ 県警察における交通事故を抑止する為の取り組み 
❼ 焼津市内の豪雨災害対策について 
❽ ヤンバルトサカヤスデ等の外来生物対策について

焼津市が抱える課題等
８項目の一般質問
焼津市が抱える課題等
８項目の一般質問

【質問】 交通安全対策の取り組みについては、県警察と道路管
理者が、役割分担のもと相互に連携して、これまでも様々な対策
を実施してきたことは承知しております。
　その結果、県内の交通事故発生件数は、平成１３年に過去
最多の４万２千件を記録しましたが、それ以降は減少傾向を続け
てきており、現在、ピーク時と比較して、約４割まで減少致しまし
た。
　しかし、私の地元・焼津市では、昨年、平成３０年以降減少し
ていた事故件数が増加に転じ、その増加率は約１７．３％と県内
警察署ワーストワンでありました。
　また、同じ志太榛原地域の中で、人口が同規模の藤枝市は６
３０件、島田市は４２０件であり、これらと比較しても焼津市は７９３
件で事故件数も突出しております。
　そして、2月２０日にも、焼津市道上ではありますが、下校途中
の小学生３人が軽乗用車にはねられる事故があり、ニュースや
新聞でも取り上げられました。
　交通事故の防止の為には、交通ルールの順守やマナーの向
上等、道路利用者の意識と行動はもとより、道路そのものをより
安全な構造に改善すること、そして、道路の機能を保持していく
ことも重要であります。

　そこで、県管理道路における道路管理者の交通安全対策の
取り組みについて、お伺い致します。
【答弁】 近年の交通事故発生件数の減少は、道路管理者と警
察が緊密に連携して交通安全対策を効果的に進めた成果であ
ると認識しております。 一方で、通学中の児童や生徒等が巻き
込まれる事故が後を絶たないことから、これまで以上に交通安全
対策を重点的に取り組んでいく必要があります。
　議員御指摘の、より安全な構造への改善につきましては、通
学路における歩道や自転車通行空間等の整備を実施しており
ます。 用地取得が必要となる場合には、事業着手前に、地域の
皆様と整備計画について合意形成を図り、事業のスピードアッ
プにつなげております。
　また、道路の機能の保持につきましては、定期的な道路パト
ロールによる点検に加え、老朽化した防護柵の更新、劣化した
区画線の引き直し、通行の妨げとなる雑草の除草や防草対策を
実施する等、適切な道路の管理に努めております。
　県と致しましては、引き続き、地域の皆様や警察と連携し、交
通事故のない社会の実現に向けて、命を守り、安全・安心につ
ながる“みちづくり”に取り組んで参ります。

交通安全対策
⑴ 県管理道路における道路管理者の交通安全対策の取り組み
～地域の皆様や警察と連携し、交通事故のない社会の実現を目指す～
⑴ 県管理道路における道路管理者の交通安全対策の取り組み
～地域の皆様や警察と連携し、交通事故のない社会の実現を目指す～

【質問】 先程も述べたとおり、交通事故の防止には、道路を安
全な構造に改善することや、道路機能の保持だけでなく、交通
ルールの周知や指導取締りも重要であります。
　そこで、県警察では交通事故を抑止する為、焼津市と県全体
の事故の特徴をどう捉え、今後どのように取り組んでいくのか本
部長にお伺い致します。
【答弁】 昨年の県内の交通事故総数は減少していますが、高齢
者や子供、自転車が関係する事故が増加し、焼津市も同様の
傾向にある他、先日、同市内では複数の児童が負傷する痛まし
い事故が発生したところです。
　これらの事故への対策は、いずれも県警察が重点的に取り組
むべき課題と認識しております。
　まず、高齢者事故抑止対策としては、運転者・歩行者それぞ

れの立場における参加・体験・実践型の安全教育や安全運転
サポート車の普及促進に努めて参ります。
　また、子供を交通事故から守る為、道路管理者等と連携し、通
学路等を中心とした道路標識・標示の点検を随時実施する他、
歩行者保護に資する街頭活動を推進して参ります。
　さらに、自転車事故抑止対策としては、当事者の約４分の１を
占める高校生や事故で重傷となる危険性が高い高齢者を中心
に、自転車の交通ルールを遵守させる為の安全教育や自転車
用ヘルメットの着用促進に向けた広報啓発活動等を積極的に
進めて参ります。
　そして、こうした取り組みに呼応する形で、各地域の事故多発
路線や通学路等における交通指導取締りを強力に展開すると
ともに、活動に関する情報発信も実施して参ります。

⑵ 県警察における交通事故を抑止する為の取り組み
～事故多発路線や通学路等における交通指導取締りを強力に展開～
⑵ 県警察における交通事故を抑止する為の取り組み

～事故多発路線や通学路等における交通指導取締りを強力に展開～

本会議
質問・答弁要旨
本会議

質問・答弁要旨

　令和５年度は、新型コロナウイルス感染
症の位置づけが５類に移行し、経済活動が
活発化して参りましたが、物価高騰や構造
的な人手不足等、課題は山積しています。ま
た、近年激甚化・頻発化している災害対応
や、本県が直面する人口減少対策、不登校等
の教育課題、医療・福祉の充実、脱炭素化等、

様々な対応が県に求められています。
　こうした状況のもと編成された令和６
年度静岡県一般会計予算は、能登半島地震
への対応や災害対策の拡充、国に呼応した
子ども・子育て支援等の人口減少対策、コ
ロナ禍後を襲う円安や物価高騰等の社会
情勢への対応等、日頃、私が当局に対して

要望している県民の声が概ね反映され、評
価したいと思っております。しかしなが
ら、規模的には十分と言えないものもあ
り、今後も状況を見て、必要に応じた対応
を要望していきたいと思います。
　今後も、安心・安全で活力のある地域づ
くりを目指して努力して参ります。

令和６年度静岡県一般会計予算令和６年度静岡県一般会計予算

災害対策・子育て支援を強化！災害対策・子育て支援を強化！県民の声を新年度予算に反映県民の声を新年度予算に反映
県民目線・現場主義県民目線・現場主義 の活動を通しての活動を通して

静岡県議会 2月定例会

可搬式オービスの実施状況

安全で美しい県土環境保全事業費 5億円
県管理道路の安全で美しい歩行環境等を確保す
る為、草木の防草対策を実施する。
交通安全施設等整備関連事業 69億9,696万円
安全・安心で快適な交通環境を確保する為、道路
照明灯や信号機等の交通安全施設等を整備す
る。

子育て世帯支援関連事業 81億3,700万円
子育ての経済的負担を軽減する為、子育て世帯
への経済的支援等を行う。
 ●　児童手当給付費負担金
　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・71億円
＜制度拡充＞ 
  ・所得制限の撤廃 
  ・高校生年代まで支給期間
　延長（15 歳→18 歳まで）
  ・第３子以降 １万円他 
　→ 一律３万円/月 
＜実施時期＞ 
  ・令和６年12 月（10・11 月分）支給～

難聴児等支援関連事業 1億2,967万円
新生児の聴覚障害を早期に発見し、切れ目のない支援を提供する為、スクリー
ニング検査から難聴診断後に至るまでの一貫した支援体制を構築する。
 ●　聴覚障害児の療育モデル事業費 (新規) ・・・・6,900万円
聴覚障害児への切れ目のない支援体制を構築する為、静岡県立総合病院と
連携し、聴覚障害児支援の先進国オーストラリアの効果的な療育手法を取り
入れた、全国初の療育体制モデルを構築する。

バーチャルスクール推進事業費（新規） 2,000万円
不登校児童生徒の社会的自立を支援する為、新たな居場
所、学びの場として、メタバースを活用した「バーチャルスクー
ル」を設置する。

スクール・サポート・スタッフ関連事業 5億2,610万円
教員の多忙化解消と学校教育の質の向上を図る為、教員
の事務作業を支援するスクー ル・サポート・スタッフを配置
する。

中学校の持続可能な部活動推進事業費 5,800万円
持続可能な部活動を実現する為、部活動指導員の配置・
育成や部活動の地域移行に向けた実証を行う。

部活動指導関連事業 1億7,960万円
豪雨等災害対策緊急事業費 25億円
令和４年の台風15 号による被害等を踏まえ、生活インフラ
施設等への被害を防止する緊急的な河川・土砂災害対策
等を実施する。
地震被害想定検討事業費(新規)  1,060万円
国の「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」の改定や
被害想定の見直しに伴い、静岡県第５次地震被害想定の
基礎検討を行う。
緊急自然災害防止対策事業費 50億円
激甚化する自然災害への対応を加速化する為、国の「防災
･減災、国土強靱化の為の５か年加速化対策」と連動した
県単独事業を実施する。
県土強靱化対策事業費 40億円
激甚化する自然災害の発生予防や拡大防止の為、県土強
靱化に向けた取組を集中的に実施する。
砂防・農地防災・治山等関連事業 111億1,920万円
自然災害の未然防止と被害軽減を図る為、災害予防対策
を推進する。
災害復旧等関連事業 181億5,200万円
災害の発生や被害の軽減を図る為、被災した公共土木施
設等の復旧や周辺施設の改良等を実施する。
災害対策用ドローン整備事業費(新規)  1,910万円

県の災害対応力
の強化を図る為、
孤立地域等への
物資輸送等を目
的としたドローンを
整備する。

放課後児童クラブ関連事業 22億8,908万円
児童の健全育成を図る為、放課後児童クラブを運営する市
町に対して運営費や施設整備費を助成する他、放課後児
童クラブに従事する人材を育成する。

少子化対策関連事業 10億3,920万円
県の少子化対策を充実・強化する為、市町と連携し、地域
の実情に応じた結婚、妊娠・出産、子育てまでの「切れ目の
ない支援」を実施する。
 ●　男性育児休業取得促進事業費助成(新規)・・1,500万円
　男性労働者の育児休業取得を支援
保育推進関連事業 217億2,300万円
子育て世帯の負担を軽減し、仕事と子育ての両立を推進す
る為、保育所等の運営費を負担するとともに、地域ニーズを
踏まえた多様な保育を提供する市町に対して支援する。
子どもの貧困対策関連事業 1億6,855万円
子どもの貧困の連鎖を解消する為、子どもの居場所づくり
や生活困窮世帯等の子どもに対する学びの場の提供等を
行う。

医療的ケア児等支援関連事業 1億2,680万円
医療的ケア児等が地域で安心して生活する為、医療的ケ
ア児等支援センターの運営や、学校等の支援体制の整備
を行う。

不妊治療費(先進医療)助成 (新規)  1億3,420万円
不妊治療に係る経済的負担を軽減する為、保険診療
との併用が認められている先進医療に要する費用に
ついて助成する。

【防災】 主要事業 一部紹介

【子育て】 主要事業 一部紹介令和6年度

不登校対策推進事業費 3,620万円
フリースクール運営費に対する助成（新規）や「人間関係づ
くりプログラム」の改訂等を行う。
私立学校経常費・私立専修学校等運営費助成
  175億7,013万円
教育条件や学校経営の健全性を向上させる為、私立学校
の経常的経費を助成する。
私立高等学校等授業料減免関連事業 94億4,525万円
修学にかかる経済的負担を軽減する為、私立学校の授業
料減免への助成等を行う。
静岡県公立学校情報通信機器整備関連事業
令和6年度当初予算 1億6,960万円
令和5年度2月定例会補正予算 23億円
「静岡県公立学校情報通信機器整備基金」を創設し、ＧＩＧ
Ａスクール構想で整備した１人１台端末等の計画的な更新
等を行う。

県立学校施設整備・老朽化対策等関連事業
  160億80万円
県立学校の教育環境を充実させる為、新たな学校の整備、
老朽化に伴う建替え、トイレの洋式化改修、ＬＥＤ照明化に
向けた基礎調査等を行う。
 ●　焼津水産高等学校小型実習船設計委託他・・・・1,260万円

【教育】 主要事業 一部紹介令和6年度

感震ブレーカーの普及（新規） 1億3,200万円
能登半島地震を踏まえた防災対策の強化の為、市町の防
災・減災の取組を支援する。（【対象】市町が助成する感震
ブレーカー購入経費、【補助率】1/3）
プロジェクト｢ＴＯＵＫＡＩ－０｣総合支援事業費 5億6,200万円
地震による建物の倒壊等から県民の生命や財産を守る為、
住宅や建築物等の耐震化を促進する。

【防災】 主要事業 一部紹介令和6年度 【交通安全】 主要事業 一部紹介令和6年度

　焼津水産高等学校が所有
する実習船「リサーチ」の老朽
化に伴い、新しい実習船を建
造することになりました。
　令和6年度に基本設計等
を行い、令和7年度の竣工を
目指します。

実習船を造船

令和6年度

事故現場の西側にある横断歩道の補修状況



第35号2 第35号3

　私は、市議会議員時代から治水対策推進を
訴え、県議会議員になってからも機会あるごとに、
地域の課題として取り上げて参りました。
　大ジェスト第32号（令和5年8月1日号）でも
ご紹介致しましたが、3期目当選後、「県内他地
域より遅れていた焼津市内における治水対策
の計画策定に向けた取り組み」を担当課へ要
望させて頂き、その実現に向けて取り組んで参
りました。

　静岡県では、浸水被害が頻発する地区を対
象に被害軽減の具体的な対策をまとめた「水
災害対策プラン」 に基づく取り組みを推進して
います。
　県では令和4年度までに、焼津市以外の5流

域（7地区）を対象に 「水災害
対策プラン」 を策定していまし
た。 そして、既にプランを策定し
たこれら地域では、令和4年の

台風15号の被害を踏まえた見直し作業も検討
していました。 一方、焼津市においては、近年浸
水被害が発生したどこの地域においても 「水
災害対策プラン」 が策定されていませんでした。
　令和6年3月28日に志太地域流域治水協
議会が開催され、令和4年の台風15号の浸水
被害を踏まえた対策も含めて議論が行われ、焼
津市内4流域（3地区）における「水災害対策
プラン」について概ねの合意が得られました。 

当プランについては、協議会での意見を踏まえ、
対策の効果等の表現を住民の皆様にわかりや
すいものに修正した上で、令和6年4月中に公
表する予定です。
　今後は、県・関係市が連携して計画に位置
付けた各種対策を実施するとともに、適宜、志
太地域流域治水協議会や幹事会を開催し、計
画の進捗管理を行い、治水対策の推進を図っ
て参ります。

県内他地域より遅れていた焼津市内における
治水対策の計画が前進！
県内他地域より遅れていた焼津市内における
治水対策の計画が前進！焼津市内の治水対策!焼津市内の治水対策!前進!!前進!! 塚本大が市議会議員時代から力を入れて

取り組んでいる

私が議員でなかったこの4年間を総点検!
取り組みの遅れを取り戻す!!
私が議員でなかったこの4年間を総点検!
取り組みの遅れを取り戻す!!

　国道150号バイパスは、焼津港、大井川港
等の産業・物流の拠点と、焼津ICや大井川焼
津藤枝スマートIC等の公共交通結節点であ
り、広域ネットワークを作る大変重要な道路で
す。 また、地域経済の発展や市民生活の充
実、交流の拡大に大きく寄与する道路でもあり
ます。
　その為、私は、過去に本会議の一般質問で
も取り上げたことがあり、整備促進に力を入れ
ております。
　本路線は、長年、吉田町から静岡市方面へ
進む部分と、静岡市から吉田町方面へ進む部
分が利右衛門工区でつながっておらず、本路
線整備の課題の1つでありました。

　昨年の秋にこの課題が解決し、現在では、
静岡市や吉田町への行き来がスムーズに出
来るようになりました。
　令和6年度は、本路線の整備により旧橋梁
を撤去する事になった泉川の護岸工事を行い
ます。 そして、護岸工事終了後、現在北側車
線のみを利用して通行している泉川大橋より
東側区間について、南側車線の道路築造を
行い、スムーズな線形として通行出来るように
します。 また、本路線に接続する焼津市道
1607号線の拡幅工事も行います。
　今後も、国道150号バイパスの整備促進に
努めて参ります。

　私が議員でなかったこの4年間の心配事の1つとし
て、「私が推進してきた事業の進捗状況とその報告」 が
あります。
　現場に足を運び、関係者にお話を聞かせて頂くと、
「道路整備に時間がかかるのはわかるけど、最近どう
なっているの？」 という声が聞かれます。
　目に見える整備が行われていない時でも、測量や地
権者との用地交渉等が進められていることがあります。 
ただ、そうした状況をきちんと報告していないと 「最近、
何も事業が進んでいない。」 と思われてしまいます。
　私の県政報告資料「大ジェスト」は、「年間4回開催さ
れる定例会の内容」と、「その間に私が行っている調査
や要望、各事業の進捗管理等、その状況」を報告する
為のものです。
　今後も、県民の皆様のご理解・ご協力を頂きながら、
各取り組みを推進し、安心・安全で活力のある地域づく
りを目指し、努力して参ります。

都市計画道路 志太東幹線（利右衛門工区）整備促進都市計画道路 志太東幹線（利右衛門工区）整備促進
塚本大が、機会あるごとに本会議で取り上げている「国道150号バイパス」

「都市計画道路 志太東幹線」とは、我々が普段「150号バイパス」と呼んでいる道路の事です。
※都市計画道路 志太東幹線至 吉田町至 吉田町

至 静岡市至 静岡市

※焼津市内の 「水災害対策プラン」 は
　公表後に県のHPからご覧頂けます。

【質問】 近年の物価高騰への対策として、
県は、令和4年度から令和5年度にかけ
て、複数回にわたって予算措置を講じてき
ました。 しかし、現在、県が実施している支
援は、令和5年度末が期限であります。
　また、国の電力・ガス・燃料油高騰対策
も、一部の報道では、延長に向けて検討さ
れているとのことですが、現時点では４月末
が期限であり、支援制度の終了後は、県
民や事業者の負担増が懸念される状況に
あります。
　残念ながら、現状では、賃金や収益の
増加により物価高騰を克服したと言える
状態に至っておらず、引き続き、公による
支援が必要となるものと考えます。
　これまで県が実施してきた物価高騰対策
は、国の経済対策に呼応した取り組みが中
心であります。 国の経済対策を受けて県の
補正予算案が編成された後、議会の審議を
経る為、実際に事業が実施されるまでの間
に、どうしてもタイムラグが生じてしまいます。
　さらに、補助制度は、事業完了後の精
算払が原則である為、県民や事業者に実

際に資金が行き渡るのは、事業開始から
数か月後となるケースもあります。
　しかし、物価高騰に苦しむ県民や事業
者の中には、今まさに支援を必要とする方
も多くいらっしゃいます。 県は、主体性を
持って、これらの方々に対し、迅速かつ機
動的な対応を図るべきであると考えます。
　そこで、年度末に期限が切れる県の支
援制度や、４月末に期限が切れる国の支
援制度の終了後も引き続き支援が必要と
考えますが、これらの対応を含め、迅速か
つ機動的な支援に向けた令和６年度に実
施する物価高騰対策について、県の考え
方をお伺い致します。
【答弁】 物価高騰対策の基本的な考え方
でありますが、電気料金や燃油価格等、国
民生活に直接関わる分野での速やかな負
担軽減は、全国共通の課題であり、基本
的に国が対策を検討すべきものでありま
す。 これまでも、国の直接的な対策に加
え、地方に推奨メニューが示された上で交
付金が配分される等、国の一定の関与の
下で対策が実行されております。

　その上で、県独自の取り組みと致しまし
ては、中長期的な視点で構造転換を支援
し、社会経済環境の変化に対応出来る強
靭な社会の構築を目指して、必要な施策を
展開することとしております。
　令和６年度の対応でありますが、議員御
指摘のとおり、国の対策としての従来の負
担軽減策が近く期限を迎えます。県内の
経済状況等を踏まえると、県と致しまして
は、負担軽減策の継続が必要であると考
えており、国の検討状況も踏まえ、全国知
事会等とも連携しながら、あらゆる機会を
捉えて、国に働き掛けて参ります。
　また、中長期的な構造転換に向け、事
業者の省エネ機器導入や中小企業の収
益力向上、生活困窮者の自立・就労支援
等の取り組みを令和６年度当初予算案に
盛り込み、本議会にお諮りしているところ
であります。
　引き続き機動的な予算編成や、より一
層の早期執行に努め、長引く物価高にお
いても県民の皆様が安心して暮らせるよ
う、全力を尽くして参ります。

物価高騰対策
⑴ 迅速かつ機動的な支援に向けた令和６年度の考え方
～県民の皆様が安心して暮らせるよう、全力を尽くす～

⑴ 迅速かつ機動的な支援に向けた令和６年度の考え方
～県民の皆様が安心して暮らせるよう、全力を尽くす～

【質問】 国際情勢の悪化や円安等の影
響で物価が高騰し、原材料費やエネル
ギー価格等の高止まりが長期化する中、
県が２月６日に公表した価格転嫁・パート
ナーシップ構築宣言に係る実態調査によ
れば、受注企業の取引価格への転嫁状
況は、コスト上昇分に対して４２．３％と低
水準に留まっております。
　中小企業・小規模事業者の中には、発
注元に対する立場の弱さから、現在でも価
格交渉の機会があっても応じてもらえない
者や、価格転嫁の為の有効な手段を見い
だせない者が多いと聞いています。
　これまでは、コスト上昇分を人件費の抑
制等、企業努力で吸収し、凌いできた面も
あったと思いますが、令和４年からの物価高
騰は、そのような対応で到底太刀打ち出来
るものではなく、人材確保の為の賃上げも
ままならない状況です。 こうした状況が続け
ば、今後、休廃業や倒産が相次ぐことも懸
念され、今まで、産業の屋台骨として本県
経済の発展に大きく貢献してきた中小企
業・小規模事業者を失うことになりかねず、
このような事態は避けなくてはなりません。
　そこで、県は、適正な価格転嫁が進む環

境をどのように整備するのか、また、現状に
おいて価格転嫁出来ていない中小企業・
小規模事業者に対して、どのように支援し
ていくのかお伺い致します。
【答弁】 長引く物価高騰が県民生活や事
業活動に影響を与える中、議員から御紹
介頂きました県の調査においては、「７割
以上価格転嫁出来た」 と回答した企業は
全体の３０％に留まっております。
　適切な価格転嫁が進む環境として、価
格を決める事業者の理解醸成が必要で
す。 その為には、取引先との信頼関係の
下、材料費や労務費等を正確に把握し、
データに基づいた交渉を行うことが不可欠
であり、一定のスキルが求められます。しか
しながら、県の調査によると、県内企業は、
このデータ収集・分析を独自で行う傾向が
強く、経済団体や産業支援機関等が持つ
外部のノウハウを生かし切れていない状況
にあります。
　こうしたノウハウを身に付ける為、静岡
県産業振興財団と連携し、３月の価格交
渉促進月間に合わせて、公正取引委員会
等の職員を講師とする 「価格交渉支援セ
ミナー」 を開催致します。 このセミナーで

は、「労務費の適切な転嫁の為の価格交
渉に関する指針」 の紹介や個別相談等
を実施致します。
　また、静岡商工会議所内の国の 「よろ
ず支援拠点」 に令和5年度に設置された 
「価格転嫁サポート窓口」 での相談に加
え、令和6年度、県では交渉を進める上で
有効なデータ把握に関する講習会を開催
する等、中小企業・小規模事業者の価格
交渉力向上を図って参ります。
　加えて、県の支援により商工団体が行
う中小企業診断士等の専門家派遣制度
や、商工団体・金融機関等が活用してい
る中小企業庁の 「価格交渉ハンドブッ
ク」、価格交渉に役立つウェブサイトの情
報等を広く周知して参ります。
　県と致しましては、引き続き、国や産業支
援機関と連携し、中小企業・小規模事業
者に価格転嫁の基礎となる価格交渉の
知識や技術の習得を促して参ります。 そ
の上で、パートナーシップ構築宣言の趣旨
や支援施策等を広く浸透させていくこと
で、サプライチェーン全体でコストを負担し、
適切な価格転嫁が進む環境を整備して参
ります。

⑵ 中小企業、小規模事業者の価格転嫁への支援
～適切な価格転嫁が進む環境を整備～

⑵ 中小企業、小規模事業者の価格転嫁への支援
～適切な価格転嫁が進む環境を整備～
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【質問】 近年では、毎年のように全国各地で甚
大な豪雨災害が発生しております。
　私の地元・焼津市でも、令和元年10月の台
風19号や、令和４年９月の台風15号等、記録
的な豪雨に見舞われ、大きな浸水被害が発生
致しました。
　こうした気候変動により激甚化・頻発化する
豪雨に対して、県は、流域のあらゆる関係者が
協働して対策に取り組む 「流域治水」 により
対応しており、特に近年浸水被害が頻発して
いる県内15流域21地区を 「重点対策流域」
に位置付け、「水災害対策プラン」 を策定し、
対策の加速化を図っております。
　焼津市内の県管理河川では、石脇川、小石
川等、４流域３地区が 「重点対策流域」 に位
置付けられ、「水災害対策プラン」 の策定に向
けた検討が進められていますが、今年に入って
も担当者が調整している状況であり、いまだに
プランの公表には至っておりません。
　そこで、県は、焼津市に関係する 「水災害対
策プラン」 をいつまでに策定して公表する見込
みであるのか、また、市南部の県管理河川であ
る志太田中川の流域がプランの策定対象から
外れていますが、その理由についてお伺い致し
ます。
　さらに、近年の豪雨災害を受けて焼津市は、
地元自治会等の声を聞き、高草川遊水地の早
期完成や石脇川放水路における排水ポンプ
場の新設等の要望書を県に提出しています
が、その要望事項の対応状況についてお伺い
致します。
　最後に、令和４年の台風15号のあと、土木
事務所が石脇川新水門の作動確認を行った
際、１回目は流木が原因で、２回目は土砂の堆

積が原因で閉まらず、３回目でやっと閉まったと
いうことがあり、地元住民から石脇川新水門が
閉める必要があるときに、流木や堆積土砂等
により、作動しないことを危惧する声があります
が、適切に作動する為に実施している対策に
ついてお伺い致します。
【答弁】 焼津市における流域治水の取り組み
につきましては、浸水被害が頻発する小石川
等の流域において、「水災害対策プラン」 の策
定を進めております。 既に、今後１０年間で重
点的に実施する対策の洗い出しが完了してお
り、関係者で合意した上、今年度内に公表して
参ります。
　志太田中川につきましては、現在策定中の
河川整備計画に基づく河道拡幅等の治水対
策を実施していくことで、浸水被害の軽減効果
が見込まれることから、「水災害対策プラン」 は
策定しておりません。
　焼津市からの要望事項につきましては、高草
川遊水地は令和７年雨期前の完成を目指して
工事を実施しております。 また、石脇川放水路
における新たな排水ポンプ場は、治水計画に
併せて十分検討する等、適切に対応して参り
ます。
　石脇川新水門において実施している対策
につきましては、水位計や監視カメラの増設等
の河川の監視体制を強化しており、今後も、出
水期前の点検等の維持管理を適切に行い、
機能が確実に発揮されるよう努めて参ります。
　県と致しましては、地元の皆様の声を真摯に
受け止め、流域治水の考えに基づくハード・ソ
フト双方の対策を、焼津市や関係者と連携して
強力に推進し、豪雨災害の早期軽減に向けて
取り組んで参ります。

焼津市内の豪雨災害対策
～豪雨災害の早期軽減に向けて取り組む～～豪雨災害の早期軽減に向けて取り組む～
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【質問】 外来生物として、台湾原産の外来種
ヤンバルトサカヤスデが、静岡県内で生息域を
広げています。
　私の地元・焼津市でも、数年前から一部地
域において大量発生し、住宅に入り込む等、不
快で生活環境に悪影響を与え、地元住民が苦
慮しております。
　ヤンバルトサカヤスデは、人に直接的な被害
を及ぼすヒアリのような特定外来生物ではない
為、県で直接、対策を講じることはなく、市や町
が対応しております。
　焼津市では、希望する市民に粒剤等の駆除
剤を配布するとともに、地区の要請に応じて殺
虫剤を散布し対応していますが、住民が期待し
ているほどの効果は出ていません。
　また、他の自治体では、以前は対策を講じて
いましたが、範囲が拡大しすぎて対応出来なく
なり、現在では、対策を講じるのをやめてしまっ
た自治体もあると聞いております。
　このような状況の中、静岡県には、ヤスデの
生態に詳しい職員がいると聞きました。
　自治体間で取り組みに差があり、県にヤスデ
の生態に詳しい職員がいるのであれば、県と市
町が連携し、より効果的な対策を講じる等、県
においても、市や町に対して支援すべきと考え
ます。
　また、ヤンバルトサカヤスデをはじめ、防除対
策が必要な外来生物の生息域が拡大し、市や
町でその対応に苦労している場合には、県と市
町が連携して、広域的に対策を行う必要もある
と考えます。
　そこで、ヤンバルトサカヤスデをはじめとする

外来生物対策について、どのように市町と連
携をするのか、そして、広域的な対策に取り組
むのか、県の考えをお伺い致します。
【答弁】 ヤンバルトサカヤスデにつきましては、２
０年ほど前に県内での生息が初めて確認され、
現在は１４市町で生息が確認されています。 県
ではその分布状況や生態特性、まん延防止対
策等をホームページによりお知らせし、県民の
皆様の注意喚起を図っております。
　また、焼津市をはじめ防除対策に取り組む市
町が行う住民説明会や講習会等に、専門的な
知見を有する県職員を派遣し、環境負荷の少
ない効果的な薬剤の使用方法等の指導を
行っており、今後も、こうした技術的支援に取り
組んで参ります。
　県では、外来生物法に基づき、ヒアリやヌー
トリア等、人の生命や農林水産業に被害を及
ぼす特定外来生物については、関係市町や
国、事業者と広域的な連携体制を確保し、分
布の拡大防止等の対策に取り組んでおりま
す。 特定外来生物以外の外来生物につきまし
ても、被害状況を踏まえ、関係市町と連携し、
広域的な対策や、国への要望を行うこと等を検
討して参ります。
　県と致しましては、県民の皆様の安全・安心
や生態系、農林水産業を守る為、市町や事業
者等と連携して外来生物対策に取り組んで参
ります。

ヤンバルトサカヤスデ等の
外来生物対策

～市町や事業者等と連携して
　　　　　　外来生物対策に取り組む～
～市町や事業者等と連携して
　　　　　　外来生物対策に取り組む～
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【スポーツ】 主要事業 一部紹介

スポーツの総合産業化関連事業 7億2,048万円
スポーツによる地域と経済の活性化を図る為、本県の豊富
な資源と知見の融合によるスポーツの総合産業化（観光や
医療産業等との融合）を促進する。
 ●　スポーツまちづくり事業費助成（新規）・・・・・・・1,350万円
スポーツを核とした先進的な取組を実施する市町を支援

 ●　スポーツチーム連携推進事業費（新規）・・・・2,900万円
県内スポーツチームとの連携による地域貢献・ビジネス創出

 ●　スポーツ医科学機能推進事業費（新規）・・・1,000万円
本県の競技力向上を図る為、自転車ハイパフォーマンス
センター（HPCJC）を活用し、産学官医が連携した本県
独自のスポーツ医科学機能を実現する。

競技力向上・アスリート育成支援関連事業 4億850万円
県民のスポーツへの関心を高め、スポーツ文化の醸成を図
る為、県内スポーツの競技力を向上する。
 ●　女性スポーツ活動推進モデル（新規）・・・・・・・1,800万円
女子競技を強化する推進体制モデルを構築

【医療・福祉】 主要事業 一部紹介

医療機関食事療養提供体制確保事業費助成(新規)
  1億3,170万円
国の経済対策に呼応し、食材料費高騰の影響を受けてい
る医療機関を支援する為、支援金を給付する。

介護・障害福祉人材確保関連事業 7億3,762万円
介護・障害福祉人材を確保する為、ＩＣＴ機器等の導入支援
や外国人介護人材の受入定着支援体制の整備等を実施
する。
 ●　外国人介護人材確保総合対策事業費・・・・・9,030万円
 ●　障害福祉人材確保事業費(新規) ・・・・・・・・・・2,460万円
障害者就労総合支援関連事業 1億2,840万円
障害のある人が働きながら、住み慣れた地域で暮らす共生社
会を実現する為、障害のある人の工賃向上や一般就労を支
援する。
 ●　生産活動パワーアップ支援事業費(新規) ・・4,840万円

医療従事者勤務環境改善関連事業 12億2,957万円
医師等の働き方改革に対応する為、労働時間短縮や勤務
環境改善に取り組む医療機関を支援する。

薬剤師確保総合対策事業費(新規)  550万円
薬剤師の確保や地域偏在の解消を図る為、採用活動の強
化や薬学部進学者数増加対策等を実施する。

医療福祉人材処遇改善関連事業
 ●　看護補助者処遇改善事業費助成(新規）
令和6年度当初予算 1億5,200万円

 ●　介護・障害福祉職員処遇改善事業費助成
令和5年度2月定例会補正予算 12億8,400万円
国の経済対策に呼応し、看護補助者、介護・障害福祉職
員等の収入を引き上げる事業者に対して助成する。

【産業】 主要事業 一部紹介

企業立地関連事業 107億7,700万円
新たな企業の誘致と県内への定着促進を図る為、工場等
の新増設やＩＣＴ・サービス関連企業の事業所開設に伴う経
費等への助成を行う。

スタートアップ支援事業費 2億4,700万円
経済成長の原動力となるスタートアップを支援する為、静岡
県スタートアップ支援戦略に基づき、支援を充実・強化する。

中小企業等支援関連事業 32億1,370万円
中小企業・小規模事業者等の付加価値創出、生産性の向
上を図る為、工夫・改善に資する取組に助成するとともに、
物価高騰等による経営環境の変化に対応し、独自の技術
やサービス展開を目指す取組を支援する。

先端産業創出プロジェクト関連事業 23億3,420万円
成長が見込める分野で産業イノベーション拠点を形成し、
本県経済を牽引する先端産業を創出する。

【環境】 主要事業 一部紹介

令和6年度

令和6年度

令和6年度

令和6年度

脱炭素社会実現関連事業 6億3,523万円
中小企業脱炭素化推進事業費 3,700万円
脱炭素社会を実現する為、温室効果ガス排出量の多い産
業・業務部門や家庭部門の対策を促進する。
 ●　ＳＤＧｓ・ＥＳＧ金融コンソーシアム（仮称）の設立（新規）
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1,250万円
脱炭素経営実践支援の機能強化及び人材育成他

 ●　温室効果ガス排出量算定サービス導入支援（新規）
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・500万円
補助率：1/2（上限5万円）

再生可能エネルギー等導入促進関連事業 4億9,391万円
ふじのくにエネルギー総合戦略に基づき、再生可能エネル
ギーや水素エネルギー等の導入を促進する為、事業者の太
陽光発電設備の導入等に対して支援する。

【観光】 主要事業 一部紹介【DX】 主要事業 一部紹介

【交流】
しずおかＵＩターン就職支援事業費 7,600万円
若者の本県へのＵＩターン就職を促進する為、県外在住の大学
生や社会人に対し、ＳＮＳ等を活用した情報発信や、県内企業
とのマッチング支援を行う。

次世代エアモビリティ導入促進事業費(新規)    3,300万円

仮想空間デジタルクリエイト分野の
　　人づくり・仕事づくり事業費 (新規)  2,000万円
デジタル人材が活躍する地域づくりの為、３次元点群データや
教育機関等を活用した仮想空間デジタルクリエイト分野の人
づくりや学生と県内企業の交流・共創を促進する。
ふじのくにＩＣＴ人材育成事業費 1億3,880万円
県内企業によるデジタル技術の導入やイノベーションの創出
を促進する為、ＩＣＴ人材の確保・育成を戦略的に推進する。

富士山世界遺産関連事業 2億8,400万円
世界遺産富士山の価値を後世に継承する為、富士登山の安
全対策や富士山の普遍的価値の発信を行う。
 ●　開山期における入山管理の実現に向けた取組
　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・5,250万円
　 ●　弾丸登山対策（社会実験等）の実施（新規）
　 ●　入山管理の実現に向けた調査等（新規）
観光関連事業 24億2,876万円
県内観光産業の回復と伸長に向けて、インバウンド需要の早
期回復や人手不足対策に取り組むとともに、テーマツーリズム
の推進等により滞在長期化や旅行消費額の増加を図る。
 ●　時流を捉えた推し旅推進事業費（新規）・・・1億7,970万円
食文化、温泉、スポーツ等の地域資源を活用した誘客や交
通事業者等による周遊促進の取組への支援他

 ●　宿泊業の経営力基盤強化事業費助成（新規）・1億500万円
深刻な人手不足に陥る本県観光産業において、生産性の
向上と雇用の安定を図る為、宿泊事業者が各施設の実情
に応じて実施する人手不足対策に対して助成する。

静岡型航空産業育成事業費助成 5,970万円
近未来技術による魅力あ
る地域づくりに向け、次世
代エアモビリティ分野の
先進導入地域を目指す
為、３次元点群データの
活用や航空サービス企業
と連携した取組等を行う。

移住・定住関連事業 5億9,000万円
本県への移住を促進する為、地域の情報発信や移住相談対
応を強化するとともに、東京圏からの移住者に対して移住・就
業支援金を支給する。

主要事業 一部紹介

令和6年度令和6年度

令和6年度

提供：朝日航洋株式会社提供：朝日航洋株式会社


